

















































































































































































































































































































浦上一番崩れ 寛政２年（1790） 「異宗」の存在そのものを否定 無罪
天草崩れ 文化２年（1805） 「異宗」信仰を認める 過料






浦上四番崩れ 慶応３年（1867） キリシタン信仰表明 諸藩へ配流
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際の先例として、崩れの際の判決が判例として参考にされた。たとえば、文化11年（1814）に
判決が下された今泉村一件20）という、俗家で仏法の法談が行われていたことが問題視された事
件では、18世紀末の浦上一番崩れの判決が参考にされている。また、万延元年（1860）に判決
が下された浦上三番崩れでは、19世紀初期の天草崩れとともにこの今泉村一件の判決が参考に
された。つまり、治者はこれらをみな類似の「異宗」「異法」と把握していたということである。
筆者はこれを、異端的宗教活動というカテゴリーで一括りにすることができると考えている。
　異端的宗教活動は治者の側から警戒される存在ではあるが、徹底的に排除されなければなら
ない「切支丹」とは別物である。その場合の「切支丹」とは、怪しげなものは何でも「切支丹」
的なものとする、貧困化したイメージである21）。そうした「切支丹」イメージが生まれた背景
には、次の二つの事実があった。それは、（a）寛永14年（1637）にキリシタンが起こした武力
蜂起である島原天草一揆の強烈な印象のもと、キリシタン禁制が江戸時代を通じて厳格であっ
たこと、（b）現実の潜伏キリシタンが少なくとも表向きには世俗秩序に従順にしたがってい
たこと、である。江戸時代の人びとにとって、「切支丹」は既存秩序を乱す象徴であった。
　幕府や領主にとっても、「切支丹」の摘発はむしろ脅威であった。幕府や領主は、現実の世
俗秩序に従順で模範的でさえある潜伏キリシタンを、むりやり摘発しようとはしなかった。治
者にとっては、彼らを放って置いたほうが、秩序を維持するのに好都合であったからである。
崩れの際の「切支丹」は存在しないという結論は、治者の側にとって彼らの責任を回避する方
法でもあった。このような事件以外にも、治者の側が潜伏キリシタンの発覚を揉み消したよう
な痕跡もある。いずれにしても、貧困化した「切支丹」イメージと現実の潜伏キリシタンとの
ギャップが、キリシタンの潜伏を可能にした外在的要因である。
　一方、キリシタンの潜伏が可能であった内在的要因は、村請制という江戸時代における村の
運営システムである。村請制とは、年貢など領主から賦課される負担を個人の責任ではなく、
村全体の責任として請け負う仕組みのことである。このもとでは村民は連帯責任が求められる。
したがって村請制は、領主にとっては支配を行うのに便利な仕組みであったが、村民にとって
は村のことは村で決めるということを保証された仕組みであった。実際、江戸時代の村は一般
的に村掟と呼ばれる独自の法を持っていたし、村の行事をはじめ活動日･休日のような日常の
生活サイクルも村の自治によって決められていた。
　そして、村請制という仕組みであるからこそ村民は互いに助け合い、足りないものを補い合っ
て生命を維持することができた。村では年貢上納に不足が出た場合、他の村民が補ったり、融
通してくれたりするのが普通であった。また、経済状況が厳しい場合、治者から「御救」と呼
ばれる援助金を引き出す歎願も村が行った22）。つまり村は、一人あるいは一家族だけでは生き
20）今泉村は天草上島の村。当村は島原天草一揆の際に多くの村民が参加したため、一揆後、他地域
からの移民によって再建された。天草崩れの対象地域から遠く離れており、この村には潜伏キリ
シタンは存在しなかったと思われる。
21）菅野八郎「子孫心得之事」『日本思想大系58民衆運動の思想』（岩波書店、1970年）122-126頁、
高木慶子『高木仙右衛門に関する研究―「覚書」の分析を中心にして―』思文閣出版、2013年）
125-126頁などを参照。
22）たとえば、浦上村山里の場合、森永種夫編『長崎代官記録集』中（犯科帳研究会、1968年）
5-6･33頁などに見える、村から長崎奉行所へ申請された貧困者のための援助米の例。
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ていけない村民の生存を保証する、セーフティーネットの役割を果たしていた。それだけに、
村は生活共同体として村民に強い規制力をもち、個人の自由は制限された。
　ここで留意するべきことは、潜伏キリシタンもこのような江戸時代の村社会に生きた人びと
であったということである。潜伏キリシタンといえば、彼らの行動はすべてキリシタンとして
の立場からのものであったと評価されやすい。しかし、彼らはキリシタンの信仰者という属性
しか持っていなかったのではない。彼らの営みを総体として理解するためには、キリシタンの
信仰者という立場を彼らの属性の一つと考えて、その単一の属性にすべてを押し込めないこと
が必要である。キリシタン以外の別の属性はもちろん複数あるが、筆者が注目する属性の一つ
が、江戸時代の村社会に生きた人びとという属性である。彼らがこの時代を生きていくために
は、村請制によって運営される村という組織は絶対不可欠のものであったからである。とすれ
ば、キリシタンの潜伏という行為は、彼らが現世を生き抜くために、キリシタンという属性よ
りも村社会の一員という属性のほうを優先した態度であった、ということになるのではないか。
　そして、村社会の一員という属性を優先する態度というのは、非キリシタンや信仰心の薄
いキリシタンにも共通するものであった。村社会ではキリシタンの存在は自明であった23）が、
もしキリシタンが摘発され処罰されてしまえば、村社会は完全に崩壊する。これは、非キリシ
タンにとっても死活問題となる。そうした事情から、信徒も非信徒も村民という共通の属性を
優先した。これが、キリシタンを密告すると褒美が与えられる訴人褒賞制度がありながら、キ
リシタンの潜伏が可能であった内在的要因である。
　以上のように、19世紀中期までの江戸時代では、潜伏キリシタンは表向き宗教の境界が曖昧
な環境のもとで多様な宗教活動を実践するとともに、村社会の一員としての属性を優先すると
いう日常生活を送っていた。その点、非キリシタンも同じである。ところが、その後の時代で
は、そうした日常生活は大きく変化することになる。キリシタン禁制の終焉とともにキリスト
教再布教が始まり、明治22年（1889）に発布された明治憲法に「信教の自由」が明記されたに
も拘わらず、村社会においてはかえって深刻な宗教対立が起こることになる。すなわち、キリ
シタンが存在した地域では、キリスト教再布教に応じて教会組織に加入する者、先祖伝来のキ
リシタン信仰をそのまま継承する者、神仏信仰のほうに軸足を置く者、の三者の境界線が明確
に引かれ、しばしば批判しあうなどの問題が惹起するのである。明治時代以降の地域社会にお
ける宗教対立についてはこれ以上言及できないが、キリシタン禁制政策が貫徹していた江戸時
代のほうが、表面的には諸宗教は共生していたといえる。
おわりに
　16世紀中期に日本に伝来したキリシタンは、当時の日本人に幅広く受容されたが、既存秩序
23）ノゲラ･ラモス･マルタン「幕末･明治初期のキリシタン民衆社会の地域的構造についての一考察」
（『日本史攷究』36、2012年）によれば、潜伏キリシタンは村を越えて信徒同士で婚姻関係を結ん
でいたという。これは、村社会の人びとにとって、信徒と非信徒の区別がついていたということ
を意味している。ただし、天草の潜伏キリシタンは信徒と非信徒の間でも婚姻関係を結ぶ場合が
あったことが知られている。いずれにしても、潜伏キリシタンが存在した村社会では、信徒･非信
徒混在であることは既知のことであったものと思われる。
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を維持しようとする勢力から反発も受けた。キリシタンは、戦国時代を統一した豊臣秀吉･徳
川家康が目指す国家秩序とは相容れないものとみなされ、徹底的に排除された。そして、17世
紀中後期までにキリシタン禁制を維持するための諸制度が整備されるとともに、江戸時代の宗
教秩序が形成されていった。こうして成立した宗教秩序はもちろん、江戸時代の人びとの宗教
活動を制約するものであったが、そうした秩序に制約されながらも、潜伏キリシタンは19世紀
中期まで存続することができた。その制約された状況のなかでキリシタンを含む諸宗教は共生
していたといえる。ただし、それには条件が必要であった。その条件とは、表向き諸宗教の境
界の曖昧性が保たれていたことと、人びとの共通の属性が優先されたことである。
　もちろん、幕府によるキリシタン禁制は、異文化の受け容れを拒否する政策そのものであっ
た。異文化共生の条件について考える場合、こうした政策を回避するための方法が第一義的な
課題となるであろう。また、宣教師の指導による寺社破壊が、キリシタンへの反発の一因であっ
たことも事実である。異文化を伝える側の既存文化への対応が、異文化共生を阻害する要因に
なる場合もあることを、私たちは知るべきである。
　一方、被治者にとって治者による制約は自身ではどうすることもできないものであることも
多いだろう。そうした場合においても異文化共生は不可能ではない。さまざまな制約を受けな
がらも、被治者の知恵が異文化の共生を実現できると筆者は信じる。近世日本のキリシタンを
めぐる動向から見えてくることとして、多様な人びとの境界の曖昧性を認めたうえで、多様な
人びとの共通の属性を優先させることが、異文化共生を可能にする鍵になるのではないか、と
いう提言をもって本稿を終わりたい。
［付記］本稿は、2013-2015年科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金、基盤研究（c）
課題番号25370800）「近世日本におけるキリシタン禁制政策と異端的宗教活動の横断的研究」
の成果の一部である。
